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はじめに

1、日本の援助政策の展開

　ω　貿易立国と援助一1954～72年一

　12〕経済安全保障と援助一1973～77年一

　13j総合安全保障と援助一1978～87年一
　14〕国際的総合安全保障と援助一1988年～

2．臼本の援助の量と質

　ω　量的側面

　（2〕質的側面

3．「黒字還流」とプラント輸出

4．「人間の顔をした援助」をめざして一むす

　びにかえて一

は　じ　め　に

　援助の歴史は古いものではない。オーリンが

言うように，「他の主権国家の経済発展を促進

し，援助するといラ特殊な．目的のため．の公的資

金の利用は，マーシャ〃・プラン以前に前例を

持たず，世界の先進地域と後進地域め関係の一

要素としてのその現在の存在は，何といって

も，第二次世界大戦以後の両者の関係の深刻な

変化の結果である」1〕。発展途上国にたいする

援助は，植民地の政治的独立と棄西冷戦を背景

に，1950年代に始まった。すなわちソ連の途上

国にたいする関心と活動の活発化のために，ア

メリカはヨーロソパの復興から途上国援助へと

政策を転換したのである。この「東西援助競争」

は，自前の経済開発に乗り出した途上国をどち

らの陣営が獲得するかという，極めて政治的・

軍事的目的を有していた。したがって，途上国

援助は東西問題と南北問題のクロス1コードであ

った。マクロ経済学では，途上国の自立的成長

の達成を援助の目的と見なしているが，問題は

途上国の経済的安定と生活水準向上が政治的安

定をもたらし，西側諸国との友好を促進すると

いう資本主義体制にとっての意義である。アメ

リカの援助は「アメリカの世界戦略の一環とし

て，アメリカがアメリカの資金によってアメリ

カのための援助」であり，「『第三世界』の経済

建設は，あくまでも，その手段にすぎない」2㌧

こうして，援助は通貨・貿易と並んでバックス

・アメリカーナという国際システムの一翼を担

うことになったo

　ところで，援助をめぐる今目の焦眉の課題

は，アメリカの役割の後退とそれによる「負担

転嫁」（burden　shafi㎎）である。転嫁の矛先

として1ヨ本が狙われていることは言うをまたな

い。しかし，パックス・アメリカーナという覇

権システムは，r安全保障を合む国際公共財を

覇権国が自らの負担で供給することによって成

立するシステム」・であり，「秩序維持コストの分

担は覇権システムの基本原理に馴染まない」3〕。

コストの「負担転嫁」が現実の問題になってい

ることは，パックス・アメリカーナの揺らぎの

一指標である。アメリカのヘゲモニーの後退に

伴う目本へのコスト負担の分担要求は，費用負

担ルールg単独負担から共同負担への変更であ

り，援助システムの主体の交替を意味するでき

ごとである。そこで，本稿では，このようなル

ールの変更が如何にして生じたのか，言い換え

れば，私的利益の追求と見られていた日本の援

助が，いかにしてアメリカが作り上げた国際シ

ステムを維持する方向に転換したのかを論じた
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い。その上で，日本の援助のあるべき姿を探っ

てみたい。

場合，ODAを指している。分析の前提として．

援助統計が整備された1961年以後の数値をまず

掲げておこう（表ユ，図1）。

1．　日本の援助政策の展開

’まず，戦後目未の援助を4期に区分して4，，

日本の援助を運念5〕と実態の両面から考察し，

目本の援助の変質を示すことにしよう。

　最初に援助の概念について述べておきたい。

OECDは1961年に下部機構として開発援助委

員会（DAC）を設立し，途上国への資金フロー

とDAC加盟国の援助実績についての統計を公

表している。DAC統計では，途上国への資金

フローを，政府開発援助　（Officia1Deve1op－

ment　Assistance＝ODA），その他の公的資金

（Other　Officia1Flows雪OOF）および民間資

金．（Priv亭teFlows＝PF）の3つに分類してい

る。このうち，ODAは先進国の政府機関が途

上国および国際機関に対して供与する資金（贈

与と借款）で，①途上国の経済開発および福祉

の促進を目的とし，②少なくとも25％以上のグ

ラント・．エレメントをも？ものと定義され，

ODA資金のみの支出を伴う資金協力を「援助」

と呼んでいる。以下で目本の援助の実態という

琵。

80

40
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㈲形態別o成・

図1

ω　貿易立国と援助一1954～72年一

　日本経済の国際市場への復帰は，ユ949年4月

の単一為替レートの設定から始まったが，日本

の国際杜会への復帰は1951年調印のサンフラン

シスコ平和条約を待たねぱならなかった。そし

て目本の政府援助の開始は，サンフラニ／シスコ

条約の賠償条項を根拠に出発す乱すなわち，

同条約第14条は，「現在の頷域が日本の軍隊に

よって占頷され，日本によって損害を与えられ

た国」に対する目本の賠償支払義務を定めてい

た。これに基づいて賠償協定は1954年11月のビ

ルマを皮切りに，1956年5月フィリピン，58年

1月インドネシア，59年5月南ペトナムとつぎ

つぎに調印され，賠償は初期の政府援助の主軸

となった帥。また上言己4カ国以外に，ラオス，

カンボジア，タ・イ，マレrシア・シンガポール

等，戦争により被害を受けた諸国に対しては，

賠償に準ずる無償援助が供与されるこξになっ

た。とξろで，これら諸国の中には当然賠償を

受けてしかるべき中国と北べ，ト才ムカ亨除外され

日本のODAの形鰯日・地域別推移
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表2　1950年代の経済協力 （億円）

年度

賠　　償

輸銀融資

円借款

1951

107

1952

71

1953

182

1954

358

1955

27

613

1956

80

581

1957

246

569

工958

223

433

　4

1959

210

㈱
50

1960

270

880

142

（出所）通商産業省［24］，1960年版，47ぺ一ジ，目本輸出入銀行［29］，47ぺ一ジ，100ぺ一ジより作成。

表3　1950年代の日本の国際収支 （単位：100万ドル）

1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960

貿易収支 O 一292 一412 一792 一429 一55 一125 一395 376 365 271

公的移転及び

畏期資本収支
361 153 一4 一12 47 46 15 一63 一193 一4 一48

賠　　償 一 一 一 一 士 一24 一20 一76 一241‘1 一70 一69

借　　款 一 一 ‘ 一 一 ■ ． 一 一
一6 一19

アメリカ援助岨 360 155 5 i 48 62 48 12 一2 一3 一3

世銀借款 一 ・ 一 一
1工 24 7 23 69 62 75

その他
1’

一2 一9 一12 一12 一16 一20 一22 一19 13 一32

民閻長期資本収支
一 ‘ 一

19 22 一i7 一61 一11 40 一20 一83

（注）（1鮒インドネシア債権（1億7，700万ドル）の放棄を含む。12）贈与，借款，見返り資金を含む。

（出所）IMF，Balance　of　Payments　Yearbook，Vo1．10．1959．Vo1．12．1961，Vo1．13．1962より作成。

ている。当時の冷戦状況とその下での東西援助

競争を考慮に入れれば，目本の賠償および「準

賠償」支払は，はじめからアメリカの冷戦政策

の一環をなしており，反共政権への挺入れとい

う性格を強く持っていたと言えよう7〕。しかし

賠償支払を政治的意味だけに止めることはでき

ない。「東南アジアヘの賠償は，」勃興期にあり

国際競争力の弱かった日本の重化学工業に恰好

の輸出市場を提供し」，またr賠償の経験は，

その後の援助メカニズムの原型を形成する意

味」8〕も持っていたことを見逃してはならな

い。

　ユ958年に賠償という戦後処理的な債務の支払

とは異なった資金協力として円借款が登場す

る。アメリカの開発借款基金設置によるソフト

・ローン政策の開始（1957年）と軌を一にして

いる。最初の円借款の供与先はインド向けタイ

ド・ローンであり，それ以来59年のパラグアイ

（河川用船舶借款），60年の南ベトナム（ダニム

水力発電所計画），60年のパキスタン　（プラン

ト設備・機械）と供与されたがいずれもタイド

・ローンであった。こうして，1950年代の経済

協力は，輸銀融資と賠償および円借款から構成

されていたのである（表2参照）。

　ところで，ここで一つ注意を喚起しておきた

いことは，1950年代の目本はまだ資本輸入国で

あった事実である。当時の国際支収を見れぱ

（表3），貿易収支は57年まで，公的移転収支及

び公的長期資本収支の合計では56年まで，赤字

であった。民間ぺ一スの経済協カが始まった

1951年には，まだ目本は1億5，300万ドルの資

本受入れ国であった。賠償支払いが開始された

55年でも，アメリカ援助資金と世銀借款を合わ

せた8億6，000万ドルの援助を受けていた。円

借款の供与が始まった58年には，貿易収支の黒

字とアメリカ援助資金の返済を実現していた

が，世銀借款は前年此3倍の6億9，000万ドル

にのぼっていた。このように，一方では資本を

受け入れながら，他方ではアジアを中心に資本

輸出に乗り出したのである。このことは，この

期の目本援助が，国内の過剰資本の存在と国民

的利潤率の差異にもとづく一般的な資本輸出で

はなく，第一回の『経済協力の現状と間題点

（経済協力白書）』（1958年）で述べているよう
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に，「国際協調の理念を基調として，低開発国

の経済開発に積極的に協カするとともに，資本

財輸出の振興，重要原料の供給源の確保をはか

る」ことを目的としていたことを示している。

言い換えれば，加工輸出貿易国である目本への

貢猷，あるいは貿易立国が援助の基本理念だっ

たのである。

　援助が日本の輸出振興に深く関わっているこ

とは，円借款のメカニズムを見れば，容易に理

解できる（図2参照）。円借款は無償資金協力

や技術協力と同じく「要請主義」に基づいて実

施される。誰が要請するかと言えば，援助供与

を望む国の政府ということになる。ところが途

上国の中には必要な見積りや調査書類を提出で

きない国が少なくない。そこで，援助国の民間

企業が相手国に代わってプ1コジェクトを発掘し

（プロジェクト・ファインディング），その結果

を相手国政府を通じてr要請」させ，円借款供

与の実施決定をまつことになる。実施が決まれ

ば，そのプロジェクト建設のための公開入札が

なされるが，準備段階から関わっている企薬が

落札する確立が高くなることは疑いない帥。こ

　　図2　円措款手続きフ1コーチャiト

　　　　　　　　　　　プロジエクト・フ7イ：’デイング

　　　　　　「「下二丁・・…1
　　　　ω借秤戸1甲；11

　　　　（2〕借敦τ綴1ド轡1言
　　　　｛3〕関囎庁会竈：可雌鰭’　：　1
　　　　　　　　・　（』10＾等〕‘
　　　　　　　　1実㌶簾定　1
　　　　　　　　．　　　（相手国〕　　　　■
　　　　　　　　一‘・‘・．．．！　　　　　　　　・

○厄C正審査　　（4〕政府ミ，シコン

　1　〔、〕関哀省庁鰍〔、餅〕
蘭係省庁会竈

　　　　（6〕プレ，ジ
　　　　（。〕山顯公文〕

L刈・噛
　　　　‘9〕L／＾（貸付契約〕

　　　　　　1
（io〕入　　札

　　1　　　　　応札
（11〕契　　約
（、、）貸』案行

（出所）通産省［25］，104ぺ一ジ。

うして，円借款は，それが紐付であるかぎり，

輸出促進の手段なのである。あるいは，「借款

であれ贈与であれ，その中身は，先進国側の経

済開発計画に見合った機械やプラントを輸出す

るのが主流であり，その意味では通常の商行為

一貿易一と基本的に変わるところはない」10）と

言ったほうが正確かもしれない。

　援助の量的な面では，日本の対外金融取引に

とって一つの画期となった1965年に大きな変化

が生じた。すなわち，国際収支の面で，経常収

支の赤字を資本収支の黒字で埋め合わせるとい

う発展途上国型の国際収支構造から，経常収支

の大幅黒字で資本収支の大幅赤字を補填すると

いう先進国型構造への転化がこの年に生じたの

である。この経常収支の大幅黒字定着によっ

て，資本取引の自由化も促進され，海外への資

本輸出が拡大していく。民間資金では，輸出信

用供与が直接投資を大きく上回っていた。ODA

では，65年に2億ドル台にのせ，ODAの中心

は以前の贈与（賠償）ではなく借款に移行して

いく。だが，援助量では多少の変化は見られる

ものの，援助理念の点では，『第一回経済協力自

’書』の観点である，①輸出市場の維持・拡大，②

資源の確保という枠をでるものではなかった。

　ω　経済安全保障と援助一1973～77年一

　この期の特徴は，まずODA総額が10億ドル

台に達したこと，多国間援助（国際機関への出

資・拠出など）の割合が20～30％台に拡大した

こと，0DAの供与地域が中東・アフリカ・中

南米に拡大し，アジアの比率が低下したこと，

さらに民間ぺ一スでは輸出信用に代わって直接

投資が主軸になったことである。中東への援助

が拡大したのは，73年末の第一次オイル・ショ

ックの衝撃を受けて，燃料資源の安定確保のた

めに経済援助を活用する資源外交の産物であ

る。典型的プロジェクトとして，イランの石油

化学プロジェクトを上げることができよう。直

接投資の拡大は，1972年にその完全自由化が実

現し，新興工業国向け投資ブームが生じた結果

である。
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　こうした状況の中で，援助理念も新たな展開

を見せる。それを端的に示しているものとし

て，『1975年版経済協力白書』を見よう。そこで

は，・経済協力の目的を，日本企業の海外立地の

展開による途上国の経済的発展への貢献と資源

の安定的確保に求める。海外立地の展開のため

の援助は，日本の企業の海外進出（特にアジア

諸国）に対する現地の反日感情を緩和し，民間

企業の投資環境の整備と権益擁護のために，援

助を効率的に運用することを意味した。資源の

安定確保は以前の時期でも強調されていたが，

途上国の資源ナショナリズムの高揚の下でより

重要性を持たされたことである。資源の中身も

単に原燃料資源に止まらず，食糧，漁場に拡大

される。そして，「これらの経済協力は，途上

国の開発に役立つと同時にわが国経済の安全保

障上きわめて大きな役割を果たす」11〕として，

はじ’めてr経済安全保障」のための援助を打ち

出すに至る。1973年以降は，貿易立国という以

前の援助理念が姿を消し，経済安全保障のため

の援助という新たな理念が登場したと言ってよ
い12〕。

　13〕総合安全保障と援助一1978～1987年一

　この期の特徴は，1978年に20億ドル台に達し

たODAがその後急拡大し，アメリカに次ぐ地

位になったこと，国際機関への出資・拠出が40

％を超える（80年，84年）までになり，2国間

援助の比率が低下したこと・地域別ではアフリ

カ，中南米が25％前後を占め，供与国数が拡大

したことである。ρDAの量的拡大は，1977年

からの第一次中期計画，81年からの第二次中期

計画を通じて実施されたが，その背後には国際

収支の大幅黒字定着と他の先進国のr援助疲

れ」の下で，経済大国目本に国際的責任として

援助拡大要請があったのであ孔目本の国際的

責任論は援勘の量的拡大だけにとどまらず，援

助の性格の変化をもたらした。すなわち，’1979

年末のソ連のアフガニスタン侵攻を契機に．した

新冷戦体鵠の下で，．タイ，．パ．キスタ：■，トルコ

の3カ国を「紛争周辺国」とし，援助の強化を

図り，さらに81年の日米共同声明では「世界の

平和と安定の維持のために重要な地域」に対す

る援助を強化していく旨を表明した。こうし

て，援助が西側同盟諸国の安全保障と密接に絡

んだ「戦略援助」の性格を帯び始めたのである。

　1978年以降の『経済協力白書』では，援助の

理念について経済大国としての国際的責任論と

資源エネルギーの安定的確保を中軸とする経済

安全保障論が並記されていたが，1985年版では

「限られた国内市場，資源しか持たない我が国

にとって，今後とも発展途上国との友好関係を

維持することは，安定的経済活動を行う上で，

極めて重要であり，かかる総合安全保障上の観

点からも経済協力の積極的な拡充が必要であ

る」13〕と総合安全保障の一環としての援助を明

確に打ち出しれまた，1985年版のr外交青

書』でも，援助を「当該国・当該地域，更には

世界の平和と安定に貢献し，ひいては我が国の

総合安全保障に資するもの」14〕と位置づけるに

至っている。

　もっとも，総合安全保障論としての援助を打

ち出した最初は，外務省経済局が1980年に公表

した『経済協力の理念一敦府開発援助はなぜ

行うのか一』セあった。そこでは，目本が援

助を行う理由を，①日本が平和国家であること，

②今後も発展を続ける経済大国であること，⑧

対外的な経済依存度が極めて高いこと，④非西

欧の近代国家として開発途上国に特別の期待を

寄せられる立場’にあることに，の4点にもとめ

た上で，総合安全保障との関わりを次のように

整理する。少々長くなるが引用しておこう。

「r安全保障とは，国民生活をさまざまな脅威か

ら守ることである。そのための努力は，脅威そ

のものをなくすための，国際環境を全体的に好

ましいものにする努力，脅威に対処する自助努

力，および，その中聞として，理念や利益を同

じくする国々と連帯して安全を守り，国際環境

を部分的に好ましいものにする努ヵ，の三つの

レペルから構成される』．（総合安牟．保障研究グ

ループ『総合安全保障戦略』1980年）。我々の

政府開発援助についての考え方は，．一こ．の報告書
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の分類に従えば，第一及び第三のレベルでの努

力を意味するものにほかならない。すなわち国

際的な一般理念に基づいてグローバルな南北間

の所得格差縮小という南北問題の究極の課題解

決に貢献することは，r脅威そのものをなくす

ための，国際環境を全体的に好ましいものにす

る努力』にほかならず，同時に，そこへ至る道

程において，わが国独自の立場に立脚した開発

援助を供与することは，『理念や利益を同じく

する国々と連帯して安全を守り，国際環境を部

分的に好ましいものにする努力』としての意義

をもつものである」15〕。こうして，援助は「日

本の総合的な安全保障を確保するための国際秩

序構築のコスト」として定式化された。ともあ

れ，日本の援助が，貿易立国論，経済安全保障

論を経て総合安全保障論として論じられる段階

に至ったことは明白である。

　総合安全保障論の基本的枠組は，「日本が利

益を享受してきたアメリカ申心の国際政治・経

済システムはもはやアメリカー国では維持でき

ず，このシステム維持の責任分担自体が目本の

国益につながるという考え方」iωである。日本

の援助は貿易促進，資源確保といった私的利益

を追求する「私的財」から，国際援助システム

という「公共財」を維持するためのコストに転

化したのであり，システムを維持するという国

際的責任の遂行自体が自己の利益になったので

あ孔そもそも，r公共財」の提供とは，初め

からそれを目的にしているのではなく，私的利

益の追求が，そうした効果を付随的に伴ったと

いうに過ぎない。それは，アメリカがパックス

・テメリカーナのために支出したことが，実は

r国際公共財」の供給になっていたことと同じ

である珊。

　総合安保下の「戦略援助」の実態を見よう。

表4は，『外交青書』の「平和と安定のための

援助」に分類される国にアフガニスタン，ペト

ナム，フィリピン，ホンジュラスを加えた，「紛

争周辺国」関連のODAの動向を示している。

79年以降，タイ，パキスタン，トルコ，ニカラ

グアの反政府軍を支持するホンジュラスヘの援

助拡大が具体化され，82年以降ではアメリカ国

防報告が「友邦」と規定する中国への急増が見

られる。逆に親ソ政権を樹立したアフガニス

タン，カンボジアに侵攻したペトナムヘの援

助は停止されたことが見て取れる。次に目本の

表4　「紛争周辺国」関達の政府開発援助 （支出純額ぺ・ス，単位100万ドル）

1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986

アフガニスタン O．1 4．9 11．9 O．41 一〇、09 O．01 一〇．09 一0．30 0．00 一

パキスタン 28，7 46．9 168．3 1i2．4 117．7 95．3 72．8 67．0 93．3 151．6

ト　ル　コ 5．65 5．1 4．1 5．4 51．4 27．48 25，5 36．9 26．O 71，2

韓　　国 84．3 66．1 54．2 76．3 295．6 3．8 一6．6 一48．1 一4．4 一13．8

タ　　　イ 51．8 工03．8 179．9 189．6 214．5 170．3 248．i 232．0 264．1 260．4

中　　国 一 一
2．6 4．3 27．7 368，8 350．2 389．4 387．9 497．O

フィリピン 30．6 66．5 89．2 94．4 210．1 136．4 工47．O 160．工 240，0 438．0

ペトナム 12．5 28．5 38．7 3．7 O．41 1．3 O．7 1．1 0．6 5，7

エジプト 67．3 118．8 132．7 123．0 70．7 61．6 50．4 81．5 73．0 125，7

ケ　ニ　ア 4．8 10．3 34．8 26．8 25．2 19，3 52．1 30．O 29．6 49．8

ジンバプエ 一 ’ ■ 0．09 3．4 6．4 10．7 17．7 8．5 4．3

スーダン 2．0 23．2 21．5 10．9 7．6 9，9 25．5 28．8 25．8 32．7

ソマリア 0，02 O，12 0．16 0．37 2．0 3．8 2，8 3．2 12．8 30．3

ジヤマイカ 0．3 0．06 O．38 0．16 0．42 3．4 6．2 工4．1 24．7 10，5

ホンジュラス 2．3 4．9 4．1 7．2 7．5 6．5 17．1 13．7 18．9 36．2

（注）国名は『外交青書』の「平和と安定のための援助」に登場する国々にアフガニスタン，ペトナム，フィ
　　リビン，余ンジ三ラスを加えた。
（出所）通産省［24］，各年版。
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表5　アメリカ国防総省が童視する国・地域へのE1本のODA

ボ　リ　ビア　　2位（22．4％） ホンジュラス▽2位（11．5％） ’“ ナ マ 2位（13．9％）

ボツワナ インドネシア　　1位（35．7） ぺ ル 一 3位（n．O）

プラジル 3位（27．8） イスラエル フィリピン 1位（50．0）

中 国 1位（73．3） ジャマイカ▽ ポルトガル
コロンビア 2位（30．5） ヨ ルダ ン　3位（18．7） セネ ガル
＝Iスタリカ ケ 二 ア シンガポール 1位（53．O）

ジ　プ　チ 韓 国 1位（75．3） ソ　マ リ ア▽
ドミニカ共和国 3位（7．0） リ ペ　リ ア 3位（7．5） スーダン▽
エクアドル マダガスカル 2位（13．6） 夕 イ▽1位（66．7）

エ　ジプ　ト▽3位（6．1） マレーシァ 1位（61．5） チュニジア 3位（8．4）

エルサルバドル マ リ ト 1レ コ▽3位（9．3）

ガンビア モ　ロ　ツ　コ イ　エ メ ン 3位（16．1）

ギリシア モザンビーク ザイ ＾ ル

グアテマラ ニジェール
ギ　ニ　ア パキスタン▽2位（25．8）

（1）アメリカ「国防報告書」1987年による。

（2）▽印は「日米諮問委員会報告」（1984．9）において戦略援助の貢献として評価されている。

（3）ODAは1980～86年計。
（出所）工藤［17］，101ぺ一ジ。

ODAとアメリカ国防省が軍事戦略的に重視す

る国・地域（43カ国）の関係を示した表5を見

れば，22カ国で目本は1～3位に入っており，

アメリカ補完型r戦略援助」を行っていること

がわかる。それに反して，最も援助が必要な後

発発展途上国向けの比率は87年にやっと18％に

達したにすぎない。

　「自前ではなく人の金による覇権の維持」，こ

れがパックス・アメリカーナ・マークIIの特徴

である。とすれば，r戦略援助」はr目本の資

金を取り込まなければならない米国と，貿易黒

字をはき出さなければならない目本の立場」を

r政治と経済の役割分担論」を持ち込むことに

よって，ぴったりと重ね合わせているのであ
る18〕。

　14〕国際的総合安全保障と援助一一1988年～

　総合安保下の「戦略援助」を基調としながら

も，ユ988年以降目本におけるr国際貢献国家」

論の隆盛とアメリカの対日バードン・シェアリ

ング要求の軍備拡大から援助拡大への変化を背

裏にして，日本の国益を中心に据えた一国的総

合安保ではなく，日本資本主義の国際的地位を

反映した新たな援助理念が唱えられはじめれ

r我が国の政府開発援助』（1988年）は，日本の

援助を「経済大国となった我が国の歴史的使

命」と提え，その目的を　①世界経済のグロー

バルな発展，と　②国際社会の平和と安定への

貢献と規定している。後者については，目本の

援助がこれまで以上に外交的意味合いを持って

くるので，援助実施にあたっては，「我が国の

総合安全保障を目指すのみならず，より広い視

野から，先進民主主義国の主要な一員として，

如何に地域の平和と安定ひいては世界全体の平

和と安定に貢献していくかという座標軸を我が

国独自の判断としてしっかり持っておく必要性

が益々増大してきている」1ωと述ぺ，r国際貢

献」を強調する。このような理念は，総合安全

保障としての援助の発展であり，「国際的総合

安全保障」20、の提唱と受け止めねばならない。

1989年2月の目米首脳会談は日本援助の戦略化

で合意を見たが，それは，「世界最大の政府開

発援助供与国の道をひた走る日本の経済援助

が，米国および西側先進国の総合的安全保障戦

略の主要な装置として強固に組み込まれ始めた

ことを確認するとともに，その機能の一層の強
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化を世界に約東したことを意味する」21：点で，

「国際的総合安全保障」実践の表明であった。

　この考え方の萌芽は，1987年のアメリカによ

るペルシア湾封鎖に対する日本の対応において

現れた22）。日本の対応は，①オマーンに対する

アンタイド・ローン2億ドルの融資，②中東和

平のカギを握るヨルダンに優遇された条件の円

借款3億ドルの供与，そしてなによりも　③日

本が在日米軍経費を大幅に負担分担する決意を

示したことであった。最近の対フィリピン多国

問援助構想はアメリカが日本に求めるr創造的

責任分担」（防衛力増強ではなく経済援助の拡

大による責任分担）の典型である。そもそも事

の起こりは，1991年に失効する在比米軍基地協

定の米比間での見直し交渉において，フィリピ

ン側が基地使用の前提としてアメリカの援助増

額を要求したことにあ孔アメリカとしては，

太平洋戦カの拠点となるクラーク，スービシク

両基地はどうしても存続させなければならない

が，そのための対比援助の大幅増にはアメリカ

だけで負担することはできない。そこで日本，

欧州諸国などに負担の分担を求めるために，

1988年4月に打ち出された構想が「ミニ・マー

シャル・プラン」とも呼ばれる多国間援助構想

であり，6月のト1］ソト・サミットでも始めて

本格的に討議された。この構想では日本は5年

間で15億ドルの資金供与を求められているが，

アメリカの日本への働きかけをr日本経済新聞』

は次のように報じている。88年5月の日米安保

事務レベル協議で，アメリカ側は「r日本の援

助国としての重要な役割を最大限活用し，目米

で政策協議することが重要だ』（マンスフィー

ルド駐日大使），『フィリピンやその他の諸国は

政治・経済体制を開かれたものにする過程で援

助を必要としている。日本のこれら諸国への援

助は米国の安全保障上有益だ』（アーミテージ

国防次官補）と口々に日本の経済援助拡木への

期待を表明した」2帥。アメリカの安全保障当局

者が日本に対して防衛カの整備だけでなく，経

済協力の拡大をこれほど声高に語ったのはかつ

てなかったことだという。その意味でこのこと

は，「米議会でうねり始めていた援助拡大によ

るr責任分担』要求が政府レベルで初めてつき

つけられた瞬間であった」24）。

　このような経緯を見れば，日本の対比援助が

在比米軍基地の維持費に使われる可能性は高い

にもかかわらず，目本の外務省は「あくまで民

生安定のための援助」と強調し，アメリカの要

求に答える理由を次のように述べる。「万一あ

そこが共産化でもすれば貝本，西側陣営の安全

保障戦略は根底から揺さぷられる。対米協力の

見地からも援助はやめられない」25㌧r戦略援

助」論の公然たる表明である。さすがに外務省

も「戦略援助」という言葉には低抗を示し，

「戦略的に重要な地域への援助は結局世界の平

和と安定への貢献につながる」という意味で

「平和援助」と呼ぼうとしている。軍事戦略的

考察から離れていることが「平和」的であるの

ではなく，「戦略的考察が平和への貢献に不可

欠である」2帥という立場が，r国際的総合安保」

の基本なのである。

2．　目本の援助の1と質

　DACは援助の国際的基準として，量的には

各国のGNPの0．7％目標，質的にはグラント

　エレメントと贈与比率，およびアンタイド化

を指標にしている。そこで，以下ではDAC加

盟国のODAとの対比で日本のODAの特徴
を探ることにしたい2η。

　ω　量的側面

　まずODA総額（名目値）では，ユ980年代に

入って減少傾向であったものが，83年以降徐々

に増加し86年では441億ドルと過去最高を記録

している（図3）。途上国への資金フローの総

額が1981年を頂点に低下していることから，資

金フロー全体に占めるODAのシェアは急上昇

していることが注目でき孔すなわち・81年に

は27．4％と最低のシェアであったものが，86年

には54．1％となり，1967年以来19年ぷりに過半

数を超したのである。債務累積危機の続く中で
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　　　図3　途上国への資金の流れ（支出純額べ一ス，名目値）
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民間資金に代わってODAの果たす役割が増大

したことを示している。ではODAの拡大にど

の国が貢献しているのであろうか。図4は1976

20

10

＼

！

＼
＼

図5

＼■
V

年以降のG－7諸国のODA実績を示している。

絶対額ではまだアメリカが最大の援助国である

ことに何等疑問を挾む余地はないが，それに次

　DAC主要諸国ODA実績の推移（シェア）
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いで日本がフランスを抜いて第二位につけてい’

る。アメリカとの差額は，1986年の41億5，000

万ドルから，87年には13億2，200万ドルと大き

く縮小しており，早晩アメリカを抜いて世界一

の援助供与国になるのは確実である。日本の援

助額の拡大は，1978年以降の国際公約の結果で

ある。同期間の各国のシェアの推移を見れば

（図5），アメリカが75年の30％から87年に21％

まで低下しているのに対して，日本は8．3％か

ら18．1％に上昇している。目本のODAの量的

拡大を示すさらに注目すべき事実は，その伸び

率である。図6が示すように，スウェーデンが

1970年以降一貫して伸び率が最も高かったが・

1983年に遂に日本が上回り87年にはユ970年の

16．3倍にも増加していることである。興味深い

のは，1970年以降アメリカが一貫して伸び率が

低く，次いでイギリスも80年を境にフラ！スに

追い抜かれていることである。G－5諾国のう

ち，米・英二国が「援助疲れ」をみているなか，

目本を筆頭に西ドイツとフラ：■スが負担割合を

拡大しているのである。

　しかし援助の絶対量の比較だけでは，各国の

実績を正しく評価したことにはならない。援助

供与国の経済規模に比べて，援助額がどの程度

の比率を占めているのかが問われなければなら

ない。DACでは各国のGNPの0．7％を基準に

している。この基準をすでに達成しているの

は，表6によれば，デンマーク，オランダ，ノ

ルウェー，スウェーデン，およびフランスの5

カ国だけである。日本は1984年にO．34％と最も

高い数値を示したが，その後85年，86年には

0129％，87年は0．31であり，DAC諸国平均O．34

よりも低い。GNP比0．31％というのは，DAC

加盟18ケ国中12位（87年）にすぎない。目本が

1988年から92年までにODA総額を500億ドル

に拡大するというODA新中期目標を国際公約

せざるを得ない背景が，ここにある。だが・一

言付け加えておくと，絶対額で第一位のアメ’リ

カのGNP比は1987年でO．20％であり，ユ8ケ国

中17位にすぎない。にもかかわらず，アメリカ

は自らの援助額を拡大するのではなく，目本に

その役割を押しつけていることに注目したい。

　121質的側面

　次に日本のODA　g質的側面をGE，贈与比

率，およびアンタイド化の腹に検討しよう。

　GE（グラント・エレメント）とは，援助条

件の緩和度を示す指標であり，例えば金利10％

の借款をGE0％とし，条件（金利，返済期

間，据置期間）が緩和されるに従ってGEの

パーセントが高くなり，贈与の場合はこれが

100％となる。すでに述べたようにDACでは

ODAの定義の一つとしてGE25％以上を上げ

ている。ODAは贈与と長期低利の借款から構

成されているので，この2種類の援助資金を総

合したr総合GE」が，DAC諸国の援助条件
緩和の尺度となっている。当然のことながら，

ODAに占める贈与（2国間無償資金協力，同

技術協力，国際機関への出資・拠出の合計）の

割合が多ければ，それだけ総合GEが高くなる

ので，贈与比率がGEに深く関わっ’ている。

　表7は1965年から86年までの総合GEの推移

を示している。DAC諸国全体では1975年以降

目標である86％を超えて，年々条件が緩和され

ていることが分かるが，日本の数値はほぽ全期

問にわたって最低水準で推移している（1965－

66，70一テ1年にイタリア，オーストリアと80－

83年にオーストリアと最下位を争った）。86年

になってやっと81．7％と8割台に達したにすぎ

ない。1986年の数値で；アメリカの96．8％，フ

ランスの89，1％と比べて，同じ援助大国といら

ても大きな質的格差が存在するのである。目本

のGEが低いのは，表8から明らかなように，

贈与比率が非常に小さいからである。ODAの

全額を贈与で支出しているオーストラリア・ニ

ュージーランド，スウェーデンと際だった対照

を見せている。日本の贈与比率の低さは，借款

供与に重点を置くODA支出という目本の援助

姿勢を端的に表している。ちなみに，借款条件

を見れば，1985年の実績で，金利が3．7％（DAC

平均3．1％），満期が27．7年（同28．5年），据置

期間8．8年（同8．3年），借款のGEは49．8％（同

55．1％）となっており，DAC平均を上回って
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妻7　DAC諸国ODAグラント・エレメント（GE） （％）

1965－66 1970－71 1975－76 工980－81 1982－83 1985－86

オーストラリア．’．’’’．’’．■．’’．．’．’．． 100．O 95．5 iOO．O 100．0 100．0 100．O

オーストリア・・・・・・・・・・・・・・・・・・…
38．O 67．O 95．O 6114 59．6 92．1

ベ　　ノレ　　ギ　　ー　・・・・・・・・・・・・・・・・・・…

97．8 97．O 97．8 97．9 98．2 98．3
カ　ナ　ダ・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 96．7 93．8 96．9 97．6 99．0 99．7
デンマーク・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 83．6 94．7 96．3 96．6 96．1 96．7
フィンランド・・・・・・・・・・・・・・・・・・…

●●■ 85．1 91．2 96．5 97．7 98．2
フラ’ンス・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 87．7 83．7 90，9 89．9 89．7 87．9
ドイツ・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 67．7 82．1 87，6 86．7 88．9 88．i
イタ　リア・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 49．6」 56．5 97－8 94．O 90．5 95．7
’日　　　本・・“・…・…・…・…・ 55．4． 67．6 72．6 74．7 77．3 77．0
オラ　ンダ・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 86．5 86．0 89．3 93．O 94．5 97．2
ニュージ・ランド．…’．・■’’’’’’．．．’．’’

・■■ 95．O 98．3 100．0 100．O 100．O

ノ’レウ土一・・・・・・・・・・・・・・・・・・…
99．O 99．4 100．O 99．8 98，9 97．6

スウェ・デン・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 92．6 95．6 99．6 99．4 99．8 99．7
スイス・・・・…一・・・・・・・・・・… 78．8 92．4 92．5 97．O 97．8 99．3
イギリス・・・・・・・・・・・・・・・・・・…

79．6 80．9 97．4 96．8 98．4 99．6
アメリカ・・・・・・・…．…．・．．．．． 88．3 84．6 86．1 92．4 94，3 96．3

合計・…・・…・・…・…… 84．0 83．1 89．3 89．7 90．9 91．9

（出所）DAC［2］

表8　贈与比率　　　　　（％）

1982 1983 1984 工985 1986

．オーネトラリア 100．0 100．0 100．0 100．0 100，O

オ■■ストリア 36．1 42．2 71．工 85．3 65．1

ペルギ’一 92．6 87．3 85．7 94．5 87．1
カ　’ナ　ダ 88．7 92，4 85．3 95，6 98．6

デンマーク 74．1 81，6 88．2 80．9 77．1

フィンランド 85．8 99．6 85．7 95，1 94．7

フ　ラ　ン　ス 81．1 78．8 79．2 78．1 78．1

ド　イ　　ツ 67．3 71．3 63．8 76．9 75．6

イ　タ　リ　ア 86．O 82．3 83．7 80．9 90．2

El　’　本 39，6 55．2 46．1 47．5 60．7
’オラ　ンダ 84．2 87．7 83．2 90．8 93．7
ニュージーランド 100．O 100．O 100．0 100．0 100．0

ノルウェー 98．9 98．2 99．5 99．6 99．2
スウェーデン 99．5 99．6 100，0 100．O 98．7

ス　　イ　　ス 89．8 94．2 90．2 93．2 96．4

イ’ギ　リ　ス 96．7 97．O 97，6 98．6 100．O

ア　メ　リ　カ 87．2 85．5 82．4 88．9 91，1

76．1 79．7 77．0 80．0 84．3

（出所）DAC．［2］

いるのは据置期間だけである28〕。このような援

助の質の恵さが諸外由からの反発を呼んでいる

ことは言うまでもない。

・援助の質を見るもう一つの指標は，アンタイ

ド化である。アンタイド化とは，’国際機関拠出

あるいは2国間政府開発援助によ’る資材及びサ

ービスの調達先を拠出国あるいは借款供与国に

限定（タイド）しないことを意味する。言い換

えれば，援助のタイド化は，援助受入国のため

というよりも，むしろ援助供与国の企業の利益

に合致するので，タイド化に対する反対は当然

のことながら途上国の強い要求の一つである。

同時に，DACの場でも議論され，ユ973年10月

に，①国際機関への拠出金には紐をつけない，

②2国間政府借款にもできるだげ紐をつけな

い，という「援助アンタイイングに関する結論」

を出した。さらに，74年6月には，調達先を援

助資金を供与した先進国の他に一般の途上国に

も開放して国際競争入札を実施できるようにす

る，いわゆる「LDCアンタイイング了解覚書」

を採択した29〕。

「戦略援助」と「黒字還流」--日本の援助をめぐる諸問題--

Page:14無断転載禁止。　



表9　アンタイド地率 （％）

1985年 1986年

2国間ODA 全　体 2国間ODA 全 体’

アンlllア粥ドタイド アンタイド紛タイド　　アンタイド アソクイド部分タイド　　アソタイド ア〃イド部分クイド　　アンタイド

オーストラリア 38．3 一 33．4 64．3 一 35．7 34．1 一 34．5 61．3 ■ 38．7

オーストリア 2．1
一 67．3 31．4 一 68．6 一 一 一 一 ＾ 一

ペルギー 20．4 ’ 41．4 41．8 i 41．4 27．8 0，337．3 46．8 O．337．3
カ ナ ダ 25．5 ■ 34，6 59．3 一 40．7 27．6 3，929．5 6110 ．3，935．1

デンマーク 32．1 ・ 21．1’ 69．4 一 23．2 37．6 一 21．8 71．1 一 23．8

フィンランド 48．1 ■ 11．4 83．6 一 16．4 26．8 ， 32．i 61．8 ・ 38．2

フ ラ　ン ス 34．8 一 47．O 45．3 一 47．0 i 一 一 一 ・ ・

ド イ ツ 45．4 i 25．9 62．2 一 25．9 47，7 一 25．9 63．7 一 ’25I9

アイルランド 40．9 ’ ■ 60．0 一 一 一 ． 一 ． 一 一

イ タ　リ ア 11．8 ’ 59．2 23．8 ’ 59．6 5．7 一 55．6 34．6 ＾ 55．9

日 本 36．1 工5，818．6 65．6 15．8 18，6 42．7 15．6 13．4 71．O 工5．6 13．4
オ ラ ンダ 40．9 i9．6 7．4 64．0 19．6 7．8 39．1 21．2 7．9 62，921．2 8．2

ニュージーランド 61．工
一

・17．3 82．2 一 17．8 45．7 一 34．3 65．5 一 34．5

ノルウェー 39．2 ‘ 工6，5 83I5
一 16．5 45．4 ’

13．3． 84．8 一 15．2

スウェーデン 46．6 5．8 15．4 74．8 5，819．4 48．1 9．1 12．9 75．6 9．1 15．3

ス イ ス 51．9 ■ 24．2 74．8 一　25．2 ■ 一 ’ 一 一 一

イ ギリ ス 16，0 1，540．5 39．0 1，540．5 13．2 0，346．5 35．2 0，346；5
ア メ　リ カ 35．7 7，843．8 46．8 7，845．4 36．1 7，836．4 54．2 7’、838．O

DAC 言f 34．5 5．6 35．1 53．5 5，636．2

（出所）DAC〔3］

　DAC一．がア’シタイド化率を公表しはじめた…

1972年には，目本の比率はわずか2箪．3％で17カ

国中16位であったが，86年には71％に上昇し，

ユ8カ軍中4位になった（奉’g）。’上位3カ国は∵

ノルウェー（84．8％）．スウェーデン」（75．6％），

デンマーク（71．1％）というGEも高い「援助

優等国」’であるが，’ODAめ支出絶対額ほいづ

れも決して大きくはないことから，量的に援助

大国に成長．レた臼率のアンタイドイヒの上昇1ま・．

その他のG－5諸国と比ぺて大きな改善である

ように見える。しかし，日本の薮値で問題なの

は，部分タイドが15％を占めていることと，

ODAの4割を占める2国聞ODAのアンタイ
ド化率が42．7％と低いことである。部分アンタ

イドに？いて鮫島氏は次のよラに述ぺ孔．「部

分アンタイドと呼ばれる｝中間的”条件緩和

は，一般アンタイド化に比ぺると，口まやかし’

の色合いが濃い，といえ孔開発途上国がとり

・・上・げる・開発プロ・沙立クト・は，’ダムポ’’発電所な’ど

インフラストラクチャ作りにかかわる簡単な土

木工事から，石油化学プラント，アルミ精棟プ

ラゾ下など高度な資本集約的’一’技術集約師プb

ジェクトに移行しつつあり，’先進国の嵩度な資

機材，技術が必要とされるようになっている。

蘭尭計画を進める益上国側は，一応国際競争入

札にカ・けて，’他の開発益上国も応札で壬る形を

ξる．牟，精局，援助資金を供与する特定先進国

が落札するケースがほとんどだといわれる。

そうした実情ふらすれば，目本，米国などの

LDCアンタイドにせよ，EC諸国の部分アソタ

イドにせよ，事実上は『タイド』と見なすこと

ができるのである」3ω。日本の援助は，・目本の

輸串録興につながっているという批判が生じる

根拠である。

　以上，国際比較を通じて目本の援助の量と質

を考察した。確認点は．、量的には近年急速な増
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加が見られ，アメリカに次ぐ援助大国に成長し

たこと，しかし受入国側にとって問題となる援

助条件ではGEおよび贈与比率の低さ，2国間

援助でのアンタイイングの遅れという改善点を

残していることである。

3．r黒字還流」とプラント輸出

　日本のODAの量的拡大とr戦略援助」化に

ついてはすでに述べた。ここではODA拡大を

めぐる民間資本の動きを，「黒字還流」の国際

公約との関わりで論じておきたい。「黒字還流」

とは，ODAの量的拡大だけでなく，豊富な民

間資金をいかに途上国に還流させるカ・という問

題であり，1986年のIMF・世銀総会および87

年のベネチア・サミットを通じて300億ドルの

還流が公約されれその内訳は，（1〕国際開発金

融機関（世銀，IDA，IMF，アジア開銀，米州

開銀，アフリカ開銀）への出資・貸付，12〕輸銀，

海外経済協力基金（OECF），民間銀行による国

際開発金融機関との協調融資，13〕輸銀アンタイ

ド・ローンの拡充であり　（表10参照），89年4

月末の段階で3C0億ドルの90％にあたる270億

ドルが実施されている。この黒字還流措置を超

えてさらなる民間資金の途上国への還流を可能

にするために，87年春以降，経団連を中心に具

体策が検討された。年表風にその動きを追って

みると，まず87年5月25日，経団連の提言「経

表10「黒字還流」計画とその実施状況

1988年9月30目現在

1，200億ドル 計　画 実　績 傭　　　　　　考

①国際開発金融機関（世銀．ADBIDB）を通じ

80億ドル 29，8億ドル
世銀，IDB，ADB，

た官民資金協力（世銀特別ファンド方式等） （28．1）（1．4）（0．3）

②基金による，国際開発金融機関との

協調融資及ぴ二国問借款
30以上 25．6

イバネシア。榊ビて，インド，セネガル，インドネシア　（2）　（O．5）（2）（O．3）　（96）鮒チ瀞ス鮒棚既あ

⑧輪銀アンタイドローン 30 11．65

トバコ，トルコ，インドネシア，ポルトガル、パ〃叩ス，E畑B（0．6）（0．8）（0，8）　（12）（0．4）（軌05）蝿，アルジェリア，パキスタン，繭。インド，アルジエリア（皿3）（O．5）　（O．2）（2ω（2．4）（2．O）

④輪銀，良閻銀行による国際開発金融

機関との協調融資
60 48．7

ヴェネズエラ，インド，コ’ロンビア，チリ　（1．1）　（7．2）　（3．O）　（1．2）アルゼンチン，トルコ、フィリビン，インドネシア　（3．7）　（5）　（3）　　（12）

⑤’その他（i）目・アセアン投資基金
■

1．5

（ii）拡犬SAF ■ 30．6

小　　　　　計 200以上 147．9 達成率74．0％

2．既表明分100億ドル’

①世銀「1ヨ本特別ファンド」 22億ドル 13．1

②　IDA第8次増費（3年間，政府出費） 26 26

③AD聯4次財源楠充’（4年間，政府拠出） 13 13

④IMFへの貸付（偉聞，外為特会資金の貸榊億SDR） 36 36 政府資金だがODAでない

小　　　　　計 工00 88，1 達成率88．1％

合　　　　　計 300以上 236，0 逢成率78．7％
’　’　　■　　1　　■　　　　1　　　　」　　　　1　　　　　　　　1

（出所）経済企画庁『1988年度世界経済白書』
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済協力分野におけるわが国の貢献」，7月30日，

国際協カビジョン研究会提言「国際協力の新た

な展開に向けて」，87年12月経団連，資金還流

の促進についての提言と「途上国経済活性化機

構」（後に「国際協カプロジェクト推進機構」と

改名）の提案と続く。「途上国経済活性化機構」

提案は，88年2月公表の『1987年経済協力白書』

に早遠取り入れられ，構想段階から通産省と密

接に協議していることを窺わせてい乱そし

て，88年6月に政府と経団連は「国際協カプロ

ジェクト推進機構」の設立を正式に発表した。

こうして，民間資本の資金還流政策は，「国際

協カプ1コジェクト推進機構」を核とすることが

判明した。

　上述の諸提言の認識は，累積債務危機下での

プラント需要の低迷という点で共通している。

この点を明確に述べている経済協カビジョン研

究会提言を見よう3n。その内容は，次のように

要約できる。①累積債務危機は途上国だけでな

く，先進国，国際開発金融機関をも巻き込み，

世界経済危機の様相をみせており，従来の世界

経済運営システムに全面的に頼ることは不可能

である。②そこで，かかる事態を打開するため

に，貿易黒字国から途上国への資金還流が必要

図7　我が国ブラント輸出の地域別実績

①件数

発展途上国　〔74．到
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（出所）通産省［24］，1987年，211ぺ一ジ。
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であり，この還流によって，「これまで抑制さ

れてきた途上国の潜在的需要を喚起し，これに

よって途上国の経済成長を刺激すると同時に先

進国からの輸入拡大をはかる」ことができる。

③このメカニズムが有効に機能するには，「途

上国において，開発効果が高く，その結果とし

て途上国の輸出促進と先進国からの輸入誘発が

期待されるようなプロジェクトが選択実施」さ

れなければならない。④したがって，「このよ

うな目的に合うプロジェクトをいかに効果的に

かつ迅速に発掘，準備できるかは，資金還流の

成功のカギを握る重要な課題」になる。

　図7に見られるように，日本のプラント輸出

は件数，金額とも低下傾向にある。その原因は，

累積債務危機の下で，「潜在的にプロジェクト

が大幅に減ってしまったと言うことはないにも

かかわらず，ファイナンスの環境は大幅に変わ

ってしまった」32〕こと，すなわち資金不足下で

のプロジェクトの未実現にもとめることができ

る。そこで，途上国への資金フローの継続とプ

ロジェクト・ファインディングが必要であると

認識されるに到ったのである。要するに，途上

国の累積債務などの構造的問題を解決するため

には，途上国への資金の流れを確保し，経済成

長と返済能力向上に結びつける長期的な戦略が

必要であるが，現状では，資金還流の対象とな

る優良なプロジェクトが減少しているので，ま

ずそのようなプロジェクトの発掘・育成に協力

する新機関を設立しようというものである。

　「国際協カプロジヱクト推進機構」は，経団

連に設置される国際協カプロジェクト推進協議

会と株式会社・日本国際協力機構（JAIDO）か

らなる（図8参照）。∫AIDOは，途上国の輸出

増大につながる繊維，石油化学，重機械などの

工業開発プロジェクトに企画・立案段階から参

カロ，プロジュクトが具体化するメドがつけば，

投資，融資あるいは出資の形での資金供与，技

術協力・人材派遣し，できた製晶の一部は日本

市場で引き受け乏という。外貨獲得能力のある

途上国プロジェクトヘの融資という点では，累

積債務問題の解決策として喧伝されたべ一カー

図8　「国際協カプ回ジェクト推進機構」の仕組み

経団連
国際協カブ回ジエクト推進協議会　関係省庁〔関係槻関〕との連絡

　プロジエクトの提案
　　　　　　　　　　プロジュクト認定
ブ回ジエクトの

申し込み

プロジェクト

フアインデイング

出資

圓本企業

（劔1）

途上国政府・企業

欧　米　企　業

国　際　機　関

　先
導　雌　。圃。。
碧的

個別プ回ジエクト　　輪　　銀

協出
カ資
等・

專融

欝
加蒲

企
業
化
調
査

保整

証。

付
保

貿易保険

（出所）『日本経済新聞」1989年5月3日。

提案の基本的精神を引き継いでいると見なすこ

とができよう脚。

　こ．の会杜に出資するのは，OECFと経団連加

盟企業であり，60億円の資本金のうち民間企業

80社が40億円，OECFが20億円を負担した。し

かし政府が関与するのは資本金の出資に止まら

ない。前述の国際協カビジョン研究会の提言で

は，「内貨不足対策や事業実施能力の強化など

の途上国側における受入れ環境の整備」のため

にODAを使うぺきだと主張している。すなわ

ち，開発プロジェクト実施の前提としてのイン

フラストラクチャーなどの整備をODAで賄お

うというのである。さらに，民間資本の出資・

融資に伴う■リスクを回避するために，経団連は

87年12月の提言で貿易保険と輸銀の機能強化を

求めていた。貿易保険は，日本の途上国向け債

権30兆円のうち1／3の10兆円を占めているが，

債務繰延べ国に対する保険引受停止，保険会計

の赤字拡大という問題を抱えている。しかし民

間の要請を受けて，新規保険の創設，保険引受

の弾力化を約束し，そのための貿易保険特別会

計の資本金を現行の70億円の工4倍の982億円に

増資した34㌧輸銀も，法改正に乗り出し，①途

上国合弁企業への出資機能，②アンタイド・ロ

ーンの対象を民問事業法人にも広げること，⑨

国際開発金融機関が売却する途上国向け融資債
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権の購入，④投資保証，の4点で機能拡充を図

ろうとしている。輸銀がこうした法改正を要求

した背景には業務内容の変化がある。10年前に

は輸出金融が8割りを占めていたのだが，最近

では1割りを割り込み，代わって資金還流のた

めのアンタイド・ローン，輸入や海外直接投

資のための金融のウェートが急遠に増えてい

ること，累積債務問題への対応などのためであ

る㈱。出資，融資，保証の3つの機能の有機

的活用が輸銀の新たな任務として位置づけられ

たのである。

　このように，日本の「黒字還流」は，①300

億ドルの国際公約と0DA，②経団連を中心と

する　「国際協カプロジェクト推進機構」，⑧貿

易保険，④輸出入銀行の4つの部分カ・ら構築さ

れている。そして，その基本はプロジェクト貸

付であり，資金還流させるべきプロジェクトを

r発掘」し，そのプロジェクト建設のためのプ

ラントを日本から輸出し，そのプラントの途上

国による購入に必要な資金を公的保証・保険を

付与した上で邦銀に提供させようという内容で

ある。これは，現実資本と貨幣資本の過剰の第

三世界での価値実現を目指したものであり，国

際公約といいながらも日本の私的利害の追求に

ほかならない36㌧国際的責任の履行が実は日本

の国益でもあるという総合安保の論理は，「黒

字還流」においてもみぐとに貫徹していると言

わねばならない。

4．「人問の顔をした援助」をめざして

　　　一むすびにかえて一

　ドロルド・ドーアは，「途上国援助を支える

人類意識」という小論のなかで，援助を「誰と

の，何のための協力か」という視角から，4つ

に分類する37，。第一は，協力相手はアメリカで

あって，協カ目的は「自由世界の防衛」である。

ここでは，アメリカは引き続き幕府の役割を果

たし，商人国家日本は幕府に収める御用金の一

部として対外援助をするという構図1となる。第

二に，協力相手は途上国のエリート達で，協力

目的は日本企業にとっての利権（市場参入の機

会や原料の確保など）を得ることである。第三

は，協カ相手は自力で経済成長を図ろうとして

いる愛国心に富んだエリート達で，協力目的は

彼らが必要とし，また効率的に活用できる資本

・技術を提供することである。第四は，協カ相

手は国際機関や実質経済成長の見通しが最も薄

い最貧国の政府で，協力目的はこれらの国の国

民を窮乏から救うことである。ドーアは4つの

うち・第一と第二は供与国の国益の追求から生

まれたもので，第三と第四は愛他的なものであ

るとする。そしてDACの基準に照らせば，前

者はrよくない援助」で，後者だけがrよい援

助」になる。DAC道徳は「人類意識」に基づ

いた「人類道徳」であるが，日本の援助には

「人類意識」が特に薄いと批判している。

　本稿の分析結果も，ドーアの結論を支持して

いる。日本の援助の特徴は，アメリカ補完型

「戦略援助」と貿易立国型援助の結合（ドーア

の分類では1と2）に求めることができるから

である。この両者を結び付けるのが，総合安全

保障の論理であった。「国際貢献」の名の下で，

今日日本政府がめざしているのは，ODAの量

的拡大と質的改善である。ODAの量的・質的

改善それ自体が悪なのではない。問題は，その

ような改善がパックス・アメリカーナ・マーク

皿を支えるために実行されるのか，それともそ

こから脱却し，途上国の貧困克服を助けるため

になされるのかである。

　そこで，最後に，「よい援助」を求めるUNI－

CEFの動きを紹介してむすびにかえたい。す

でに，UN工CEFは『世界子供白書』などを通

じて，途上国の債務危機が子供の健康と教育に

深刻な影響を及ぽしていることに警鐘を鳴らし

ていた。1987年にUNICEFの援助の下で刊行

された．‘Adjustmentwitha．Human助ce’’は，

その集大成といってよい．鎚〕。「人間の顔をした

調整」という言葉が示しているように；著者た

ちは，途上国経済の基本的不均衡を是正するた

めに採られる債務調整政策に社会的に最も傷つ

きやすい層に対する救済策を不可欠の構成部分
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として組み込むことを提案している。というの

も，1982年以降のIMF主導経済調整は，政府

支出の削減，信用供給の引締め，輸入の削減等

を手段とした緊縮型でかつ短期的効果を狙った

ものにすぎず，国内での所得の再分配にまった

く配慮していないからである。そこで，「人間

の顔をした調整」政策では，以下の6つを基本

的構成要素にしている。すなわち，①調整期間

全体にわたって産出，投資およびヒューマンニ

ーズの充足のレベルを支えることを目指した拡

張的マクロ経済政策，②拡張的マクロアプロー

チの強化と，社会的弱者の二一ズを満たすため

の資源の優先的利用の確保の両方を実現するた

めのミクロとマクロの中間政策の利用，③雇用

と所得を増強するための生産的部門内での構造

調整を目指したセクター政策，④公共部門の公

平と効率の改善，⑤調整期間における低所得層

の健康と栄養状態を保護する補償的プログラ

ム，⑥低所得者層の状態の監視。

　ところで，‘AdjustmentwithaHu血anFace’

という言葉はユ970年代の世銀の援助政策に登場

した1Basic　Human　Needs（BHN）’戦略を想

起させるが，両者の関連については次のような

説明が与えられる。BHNが成長に貧困撲滅を

加えたものであるのに対して，「人間の顔をし

た調整」アプローチは，調整に貧困撲滅を加え

たものであり・調整に対するべ一シック・二一

ズ・アプローチとも呼びうる，と。

　さて，このような戦略の一環としてユ988年に

UNICEFは　‘Debt　f01Chi1d　Development’

計画を提案した39，。これは，債権国政府あるい

は銀行がUNICEFに対途上国債権の一部を贈

与し，次にUNICEFはその債権を市場価格で

当該債務国に売却する。債務国は代金を自国通

貨でUNICEF管轄下にある「子供生存基金」

に振込み，この資金でもって子供の健康と栄養

を維持する，というものである。これは，デッ

ト・スワップとエスクロー勘定の技術を援用し

た，債務と杜会的弱者の救済策である。このシ

ェーマは，1988年末にミッドランド銀行が対ス

ーダン債権のうち80万ドルをUNICEFに贈与

したことで現実化した。

　しかし，この計画が進展するかどうかは銀行

の意思にかかっている。そこで，「銀行に『人

間の顔をした調整』の必要性と内容を習熟させ

ることが重要な課題である」40〕との立場が生じ

孔この見地を，資本に善意を期待するものと

批判するのはたやすい。しかし，問題は新国際

経済秩序の樹立，途上国の経済的自立という大

きな目標の実現までに，何百万，何千万という

子供が幼い生命を落としているという現実であ

り，いかなる手段であろうとも，一人でも多く

杜会的弱者を救済することが人間的課題として

提起されているのである。

　日本の援助は「よい援助」に転換されなけれ

ぱならない。そしてrよい援助」とは「人間の

顔をした援助」である。日本が世界に真に貢献

できるのは，この道である。
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